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＜要 約＞ 
近年、わが国では、地域社会の活性化、まちづくり、保健、医療、福祉、子育て支援、教
育、人材育成、環境保全、食の安全と安心など、さまざまな社会的課題が顕在化している。
そして、このような地域社会が抱える課題を解決するためのソーシャルビジネスが注目され
ている。その発展は、地域雇用政策、地域独自の雇用創出政策を目指すという観点で、大き
な期待や評価を集めている。 
本論文では、ソーシャルビジネスに関する一考察として、その担い手として期待されるア
クティブシニアに焦点を当てる。まず、ソーシャルビジネスの定義とその現状を取り上げ、
その事業活動を地域課題解決型と地域資源活用型に類型し、検討していく。そして、ソーシ
ャルビジネスの担い手であるアクティブシニアに着目し、多様な社会参画の現状と概要、ソ
ーシャルビジネス事業における代表的な事例を取り上げ、その実態を明らかにする。また、
そのアクティブシニアの多様な社会参画に欠かすことができない、ソーシャルビジネスの支
援策を検討し、その可能性について論究していく。 
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1．はじめに 
近年、わが国では、地域社会の活性化、まちづくり、保健、医療、福祉、子育て支援、教
育、人材育成、環境保全、食の安全と安心など、さまざまな社会的課題が顕在化している。
そして、このような地域社会が抱える課題を解決するためのソーシャルビジネスが注目され
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ている。本論文では、このソーシャルビジネスに着目し、その担い手として期待されるアク
ティブシニアに焦点を当て、検討していく。これまで、いくつかの論文において NPO とア
クティブシニアについて言及したものは見られるものの、アクティブシニアそのものを視座
の中心に据えて考察したものは皆無に近い。そこで、高齢社会を迎えたわが国において、貴
重な労働力となりうる元気な高齢者、すなわちアクティブシニアの現状を考察し、彼らが地
域社会においてどのような貢献をなしうるのか、そしてその貢献により地域社会が活性化し、
さらに高齢者に生きがいを与えることができる方途を考察することが本論文の主要な目的で
ある。 
まず、中高齢期市民の実態であるが、2010 年 3 月の時点で、1947 年から 1949 年生まれ
の団塊の世代が 60 歳を迎えている。そして、40 歳以上の人口は 4,000 万人へと急増してい
る。内閣府『高齢白書』（2010）によると、中高齢期男性の就業状況は、50～59 歳で 90.5％、
60～64 歳で 73.1％、65～69 歳で 50.1％という実態で、60 歳以上の人たちも就業を継続し
ていることがわかる。同じく、女性は、50～59 歳で 61.6％、60～64 歳で 43.5％、65～69
歳で 28.2％という実態で、女性でも、60 歳以上の社会参画が決して尐なくないことが明ら
かとなった。 
さらに、60 歳以上を対象とした内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」
（2008）によると、「働けるうちはいつまでも」という割合が 39.9％、「70 歳ぐらいまで」
が 26.1％、「75 歳ぐらいまで」が 10.4％と、依然として就業継続を希望する意識は高い。そ
して、高齢者が就業を希望する上位の理由として、男性は、「健康を維持したい」（23.5％）、
「収入を得る必要が生じた」（15.7％）、「知識や技能を生かしたい」（12.4％）という順であ
った。それに対して、女性は「収入を得る必要が生じた」（22.8％）、「健康を維持したい」
（21.2％）、「時間に余裕ができた」（14.5％）という理由が挙げられた。 
このような調査からもわかるように、社会参画の動機として、①健康の維持、②収入の確
保、③知識や技能の活用などの理由がある。そして、中高齢期を中心として、新たな生きが
いを見出すこと、企業で培ってきた知識や経験を社会に還元したいという想いがある。超高
齢社会、人口減尐型社会を迎えたわが国にとって、中高齢期を中心とした多様な社会参画を
検討することが重要課題である。近年、社会的な課題を解決するために、公共施設や空き店
舗などの地域資源を活用しながら、中高齢期の人的資源を生かしたビジネスに取り組む支援
策も増えつつある。このような高齢者の社会参画が、地域社会の活性化はもちろん、持続可
能な地域社会の構築などにつながると考える。 
 
2．ソーシャルビジネスの現状とその類型 
2.1 ソーシャルビジネスの定義とその現状 
ここでは、ソーシャルビジネスの定義とその類型について取り上げる。まず、その定義で
あるが、谷本（2008）によれば、①社会性：現在、解決が求められる社会的課題に取り組む
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ことを、その事業活動の社会的使命とすること、②事業性：社会的使命をビジネスの形に表
し、継続的に事業活動を推進すること、③革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを
提供するための仕組みを開発したり、活用したりすること。以上を満たすビジネスのことを
ソーシャルビジネスと定義している。 
本論文で言う、「ソーシャルビジネス」とは、以下の引用によって最も端的に説明しうるも
のである。「コミュニティビジネスを含み、広義の意味で、ソーシャルビジネスを捉えること
が有益なように思われる。今までのサービスが十分に対応できない社会的課題に対して、強
い意志や高い社会性をもって取り組む社会企業家が担い手であり、その社会企業家が率いる
組織のことを、ソーシャルビジネスと呼ぶことにする。その事業形態はさまざまであるが、
単なるボランティアではなく、NPO 法人、株式会社、有限会社、ワーカーズコレクティブ
などが挙げられる。その事業は、利益追求を第一に掲げる企業とは異なるが、顧客満足の観
点からも継続的に発展し、かつ適切な利潤を確保することで、事業を存続していくことが求
められる。ソーシャルビジネスは、その組織の経営資源を活用し、社会的課題に対して、社
会性と事業性を両立させながら、問題解決することが求められる。最終的には、社会に対し
て、新たな社会的価値、経営革新を創発させていく人たちのこと1) 」とする。 
ソーシャルビジネス研究会（2008）によると、わが国のソーシャルビジネスの市場規模は
約 2,400 億円、事業者数は約 8,000、雇用規模は約 3.2 万人と推計している。そして、いず
れの事業形態も、市民が主体となり、ビジネスの手法を通じた新しいスタイルで事業活動を
進めている。経済産業省の調査によると、ソーシャルビジネスの事業形態の割合は、上位か
ら NPO 法人(46.7％)、営利法人(20.5％)、個人事業主(10.6％)、ワーカーズコレクティブ
（1.7％）となっている2)。 
 
2.2 ソーシャルビジネスの類型 
ソーシャルビジネスの事業活動を大別すると、（1）地域課題解決型、（2）地域資源活用型
に類型することができる。 
 
(1) 地域課題解決型 
地域課題解決型では、地域社会のニーズに焦点を当て、顧客ターゲットは地域内と設定す
る。そして、地域内でソーシャルビジネスの生み出す経済的価値と非経済的価値を自律的に
循環させる。地域社会の経済成長とともに、社会的課題に取り組むことで、市民の不満を解
消し、満足感を与えることが目的である 3)。社会変化に伴う地域課題の多様化に、ビジネス
を通じて対応していくことが求められる。 
一例として、①福祉関連：高齢者を対象とした介護保険制度に基づく訪問介護や居宅介護
支援、デイサービス、食事や移送サービスなど、在宅福祉サービスに関すること。また、老
人ホームの運営、ショートステイ、障害者の自立支援施設やグループホームなど、福祉や医
48  嘉悦大学研究論集 第53巻第2号通巻98号 平成23年3月 
療施設に関するサービス、②育児・教育関連：認証保育園の運営や幼児の教育、しつけ教育、
児童や社会人向けの事業として、出前授業によるキャリア、金銭、農業、環境教育、就業支
援としてパソコンの講座、資格取得向けの講座、③コミュニティ維持に関連：コミュニティ
レストラン、地域事業を通じた安否確認システム、地域の安全や安心に関わるパトロールな
どがある。 
 
(2) 地域資源活用型 
地域資源活用型では、地域内にある経営資源を活用し、その経営資源から産出される価値
を利用し、地域内外の顧客をターゲットとして、ビジネスを展開する。地域内外の顧客から
得た経済的価値や非経済的価値を地域社会に還元させる循環システムを創造することである 4)。
たとえば、地域社会における振興と発展対策として、商店街の活性化に関すること、地域の
歴史的建造物の活用、地域資源を活用した商品、サービス、伝統技術や技能の継承、地域観
光促進活動などが挙げられる。また、これに関連して、経済産業省の地域資源活用型研究開
発事業の対象は、地域の強みとなる経営資源を活用し、他地域の製品との差別化が図られ、
地域産業の形成・協会に有効な手段として期待できる製品や技術開発が中心となっている。
具体的には、次のように分類できる5)。 
1）一次産品及びその副産物 
商標法（1959 年法律第 127 号第 7 条の 2）により地域団体商標の商標登録を受けた物産
等が該当する。一例として、広島はっさく、広島みかん、長野県の市田柿、和歌山県の紀州
備長炭などが挙げられる。 
2）地方自治体の施設等により認められた産物等 
都道府県市町村等の地方自治体などが、伝統技術の継承、中小企業の振興、地域内産物等
の販売促進、その他地域経済の振興を目的とし奨励している産物等が対象となっている。一
例としては、沖縄県の琉球漆器、新潟県の三条市・燕市を中心とした金属製品製造、愛知県
の三州瓦生産にかかる技術等が挙げられる。 
 
図 1 ソーシャルビジネスの大別とその具体例 
●地域社会の発展：産業・観光、地域振興と発展など
・商店街の活性化
・地域の歴史的建造物の活用
・地域資源を活用した商品、サービスと伝統技術や技能の継承
・地域観光促進活動
●地域社会の安定：福祉・教育・コミュニティの維持など
・福祉関連（高齢者、障害者など）
・育児・教育関連（保育園など）
・まちづくり関連（商店街の活性化、レストラン、地域の安全安心）
ソーシャルビジネスの類型
地域課題活用型
地域資源活用型
 資料出所：著者作成。 
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この類型をもとに、ソーシャルビジネスにおけるアクティブシニアの代表例を後述する。 
さらに、地域社会の安定を目指す地域課題解決型、地域社会の発展を目指す地域資源活用
型の担い手は、大きく分類して、私益を重視する企業、事業内容を重視しながら継続的活動
を進め、公益を重視する NPO などに類型することができる（図 2 参照）。 
 
図 2 ソーシャルビジネスの類型 
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資料出所：嘉悦大学 CB 研究会作成。 
 
3．アクティブシニアの定義とその現状 
3．1 アクティブシニアの定義と統計的実情 
本論文では、「アクティブシニア」（active senior）について、「地域社会から特別の支援を
必要とせず、自己の仕事や趣味に意欲をもち、日常生活において元気で行動力のある中高齢
期の人たち」と定義する。つまり、アクティブシニアは、団塊の世代を中心とした、元気な
50 歳以上の年長者とし、介護を必要としない、活動的シニアのことと位置づける6)。 
アクティブシニアは、本来的に「生涯現役」という志向が強く、定年退職という人生の転
機でさえも、多様なライフコースの分岐点にすぎなくなった。こうした分岐点に立つアクテ
ィブシニアの選択肢は、定年延長、独立開業、NPO などが挙げられ、多様な組織を通じた
ソーシャルビジネスへの社会参画という道も用意されている。 
これに関しては、P．F．ドラッカーも、その著書『明日を支配するもの－21 世紀のマネ
ジメント革命』（1999）において、①職場あるいは職業を変える方法、②現在の仕事以外の
キャリアをもつ方法、③地域社会のために働く（NPO などで働く）など、3 つを挙げている。
ドラッカーは、これらの方法を通じて、アクティブシニアが、新しいパターンのライフデザ
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インを模索していくことを提案している。 
2002 年に実施された内閣府の調査結果によれば、60 歳後半の 80％、80 歳以上でも 65％
の人が、「健康に関してとくに気になることはない」と回答した7)。また、厚生労働省（2004）
の調査では、コミュニティビジネスの従事者の年齢構成は、40歳以上が約 8 割を占めている8)。
また、ソーシャルビジネス研究会（2008）によると、ソーシャルビジネスの担い手の平均年
齢は、40 歳以上が 6 割以上で、女性や中高齢期の人たちが中心となって参画をしている9)。
この従事者の年齢構成をみてもわかるように、ソーシャルビジネスを通じた地域社会の活性
化には、アクティブシニアの役割が重要である。 
 
3．2 わが国における継続雇用に関する概要 
まず、高齢者の多様な社会参画の促進として、企業を中心とした事例を取り上げる。企業
の定年は 60 歳が大多数の割合を占めていたが、近年、定年延長という選択肢も変化を遂げ
ている。2010 年度の『高齢白書』によると、全産業の雇用者数の推移は、他の年齢層が微増、
減尐傾向にあるなかで、60歳以上の雇用者数は増加傾向にある。この理由の一つとして、2006
年 4 月より「高齢者等雇用の安定等に関する法律」に基づく定年の引き上げと継続雇用制度
の導入が義務づけられたことが挙げられる。これに伴い、2005 年が 48.4％だったのに対し、
2009 年は 71.3％と高齢者雇用者数が増加傾向にあった。また、継続雇用制度の導入はもち
ろん、これに付随する助成金などの支援策もある10)。 
さらに、高齢者の雇用・就業機会の確保を促進することを目的とした「シニアワークプロ
グラム」の推進がある11)。 
次に、高齢者雇用を支える代表的な「シルバー人材センター」の取り組みと、先進的に高
齢者の人材派遣事業を展開している「株式会社高齢者」の事業内容を取り上げる。 
 
(1) シルバー人材センター 
60 歳以上の者に対する短期・臨時的就業の場を提供するシルバー人材センタ （ー高齢者事
業団）は、高齢者雇用の安定を図る組織として、高齢者雇用安定法（1971 年、法律第 68 号）
に基づき設立された。シルバー人材センターでは、高齢者が、組織的に働くことを通じて生
きがいをもち、長年の経験を生かし、地域社会に貢献するといった「自主・自立、共同・共
助」を基本理念としている。このような現状からも、高齢者は、シルバー人材センターを通
じて社会参画を遂げることで、活力ある地域社会づくりに貢献できる。 
 
(2) 株式会社高齢者 
高齢者の多様な就業の一例として、「株式会社高齢者」が注目されている。同社では入社年
齢が 60 歳以上で、「人は財産、人は宝」という考え方に基づき、定年を超えても、意欲、技
能、ノウハウ、知力をもつ高齢者を積極的に活用する人材派遣事業である。同社では、日本
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社会の発展はもちろん、高齢者自身の生きがいや雇用の創出にも貢献していることを特徴と
する。 
同社は、2010 年 1 月に創立から 10 年を迎えるが、上田研二社長には次のような三つの夢
がある。①お金が中心ではない、人間味あふれる企業づくりと社会づくり、②75 歳まで体力、
気力、知力に合わせて働くのが当たり前の国づくり、③業界別高齢者活用企業の設立である。
上田社長は、パーキンソン病を患っているが、その自身の経験から、他者のために生きる人
生を送りたいといる想いを通じて、新会社の設立、高齢者活用連絡協議会の設立、ドキュメ
ンタリー映画製作への個人的な寄付などを行っている12)。同社は、創業以来順調に売上高、
経常利益を伸ばしていることから、事業性はもちろん、60 歳以上の雇用という社会的な課題
の解決に取り組む革新的な企業である13)。 
現代の日本社会において、アクティブシニアの積極的な活用を検討することは、地域経済
が活力を維持するうえで、きわめて有効になる。とりわけ、ソーシャルビジネスにおいては、
アクティブシニアが企業で培ってきた技術や能力を必要とする。逆に、アクティブシニアに
とっても、自己の能力を生かせるソーシャルビジネスを通じた社会貢献活動は魅力的なもの
となっている。アクティブシニアによるソーシャルビジネスへの社会参画は、わが国の社会
的な問題解決の一歩となり、地域社会や地域福祉をよりよいものへとすることができる。し
かし、サラリーマンが、企業で定年を迎えて退職し、直ちに NPO などの新たな社会参画を
遂げることは容易ではない。そこで、定年を迎える前から、企業におけるボランティア支援
制度などを利用して、あらかじめ体験してみるのも一つの手段である。 
アクティブシニアが事業化への道を切り拓いた事例も増え、地域活動への社会貢献が目立
ってきている。このような現状から、世代を問わず、新たな働き方が増加することにより、
地域社会の活性化や社会構造の変革、持続可能な地域社会の実現へとつながると考える。 
 
4．アクティブシニアによるソーシャルビジネスの事例 
 本論文では、著書、論文、経済産業省などの政府機関などで取り上げられることの多いア
クティブシニアの代表的な事例について、先に類型化した地域資源活用型と地域課題解決型
のそれぞれに分類して紹介する。 
 
4．1 アクティブシニアによる地域課題解決型事業の事例 
(1) NPO法人イー・エルダー14)（東京都渋谷区） 
イー・エルダーは、日本 IBM で営業部長、広報部長、社会貢献担当部長を歴任した後、
2002 年に同社を退職している鈴木政孝氏が理事長を務める。2000 年より仲間と立ち上げた
NPO 法人の理事に就任し、パソコンのリユース、ウェブアクセシビリティの普及、e－ネッ
ト安心講座サポート事業をはじめ多岐にわたるソーシャルビジネス事業に取り組んでいる。
イー・エルダーはシニアの知的財産を活用して、NPO の活性化と高齢者・障害者の社会参
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画、就業支援などを目的とした事業活動を実践し、雇用創出にも寄与している。創業以来、
事業型 NPO として社会的課題をビジネスの手法で解決する取り組みを徹底し、その実績が
評価されている。 
 
(2) NPO法人シニア SOHO普及サロン・三鷹(東京都三鷹市)15) 
NPO 法人シニア SOHO 普及サロン・三鷹の目的は、高齢者に地域ビジネスへの参画をす
る場を提供することを活動の目的としている。その事業内容としては、①地域における IT
の普及に関するサービス、②自己発見のための交流事業や情報交換会を開催し、起業の場を
提供、③元気な高齢者の就労支援・マッチング推進などを挙げることができる。 
その具体的な取り組み内容として、家庭にインターネットを導入する人を対象としたサー
ビス、各地の家庭を訪問してパソコンの習得を支援する活動、独自講座などのパソコンセミ
ナーの講師の仕事などがある。このようなサービスを提供するため、PC アドバイザー認定
研修会を実施している。認定研修の内容としては、アドバイザーの役割と心得、技術、教え
方のスキルなどが挙げられる。シニア SOHO では、独自の研修などを通じて、高齢者の起
業や自立を支援している。 
シニア SOHO は、三鷹市高齢者社会活動マッチング推進協議会、三鷹商工会、日本テレ
ワーク協会、NPO 協働リーグなど、多様な組織と連携して事業を展開した16)。 
 
(3) NPO法人高齢社会の食と職を考えるチャンプルーの会(東京都立川市)17) 
東京・立川市にあるエルロード商店街に「レストランサラ」、「デイサービスサラ」、「ひろ
ばサラ」という 3 つの施設がある。事業運営をするのは、「高齢者の食と職を考えるチャン
プルーの会」（以下チャンプルーの会）という NPO 法人であり、紀平容子氏を含む団塊世代
の女性が 3 人ではじめた。「自分たちが住みなれた地域で、高齢になっても安心して暮らし
ていきたい」という 3 人の話し合いのなかから、食の大切さを重視し、1998 年 4 月にチャ
ンプルーの会を結成した。事業内容は、まず弁当事業から開始し、配達も高齢者を採用し、
顧客の安否確認も行う。そして翌年には、レストランサラを開店させた。その後、チャンプ
ルーの会は、NPO 法人格を取得し、2002 年には、弁当の宅配事業を軌道に乗せた。食を重
要視するサラでは、栄養士や調理師の資格をもつ女性が、栄養のバランスや安全性を考えた
料理で、地域社会の高齢者を中心とした人たちの健康を支えている。また、それぞれの施設
において高齢者たちがコミュニケーションを楽しむ場を提供する、デイサービスサラにお
いては、きめ細かなサービスで高齢者のケアを行っている。  
 
4．2 アクティブシニアによる地域資源活用型事業の事例 
(1) 株式会社いろどり(徳島県上勝町)18) 
徳島県上勝町は、徳島市中心部から車で約 1時間半の場所に位置している。人口は、約 2000
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人で、高齢化率が 50％近い、過疎化と高齢化が進展する町である。その一方、全国的にも脚
光を浴びた地域活性型農商工連携のモデルとなっている。 
この町では、高齢者を中心とした農家で、葉っぱ（つまもの）を料亭やホテル、旅館に出
荷する事業を展開している。このビジネスは、高齢者が活躍できるビジネスとして、1987
年に始まり、地域資源を活用したビジネスとして発展した。20 年以上にわたり農商工が連携
しながらビジネスを行っていることになる。葉っぱビジネスの強みの一つは、高齢者に使い
やすいパソコンを開発した点にある。マイクロソフトと提携し、個人の売上とその順を公表
することで競争心が生まれ、モチベーションの向上にもつながっている 19)。また、横石社長
は、ICT の重要性を強調し、情報を町の人たちが共有し、「どこで何が行われているのか」
を明確にするよう、情報の透明化にも取り組んでいる。現在の年間売上は 5 億円と、町の主
力産業になっており、町全体の活性化に大きく貢献しているといえよう。また、町では寝た
きりの老人は 2 人で、UI ターン者も増加しているなど、さまざまな経済効果を生んでいる。 
 
(2) 株式会社小川の庄 20)（長野県小川村） 
長野県小川村は 1955 年代の初め、とても貧しく、子どもの数が急激し、村の行末に強い
危機感がもたれていた。そこで、地域に住む若者たちが「こだま会」という組織を結成し、
住んでいて良かったと思える豊かな村づくりを目指した。その後、1986 年に同会の 7 人の
仲間たちが、農協、食品加工会社、地元住民が共同出資する第三セクター方式による新たな
村づくり事業として「株式会社小川の庄」を設立した。小川の庄の経営理念は、「小川村の住
民が、生涯現役で生きがいをもって働ける」である。また、①一集落一品づくり、②60 歳入
社、定年なし、③若者に夢のある職場づくり、④製造・販売の直売方式、⑤明るく楽しく元
気よくという 5 つの目標を掲げている。 
小川の庄では、地域名産であるおやきの販売がメインの事業であるが、各家庭の保存食を
瓶詰にした商品のインターネット販売など、若い従業員のアイディアから生まれた事業を広
く手掛けている。 
 
(3) NPO法人市民シアター・エフ(埼玉県深谷市)21) 
埼玉県深谷市の「深谷シネマ」は、武石研二氏を中心とした映画が好きな団塊世代がはじ
めた映画館である。1999 年 3 月「県北にミニシアターを！市民の会」を立ち上げ、当初は、
商店街の洋服店の 3 階を利用して映画館を開館した。しかし、建物の老朽化や空調設備がな
く、消防法の基準をクリアすることができなかった。当時は、高齢者を中心として来客数も
伸びていたが、次第にその数も落ち、閉館となった。しかし、中心市街地活性化計画のタウ
ン・マネジメント（TMO）の深谷商工会議所の目にとまり、「深谷タウン・マネジメント構
想」の一環として、銀行跡の空店舗活用事業に採用され、現在の深谷シネマを立ち上げるこ
とに至った。その際の設備費用の調達は、「シネマ基金」を立ち上げ、市民や地元企業から
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300 万円もの寄付金を募った。こうした経緯で、2002 年 7 月、シアター・エフは、市民、企
業（商工会議所や商店街等）、行政の協働による町の映画館として開業した。そして、2010
年 4 月より、街の区画整理のため、銀行跡から 300 年の歴史をもつ、歴史文化遺産の七ツ梅
酒造跡へ移転となった。シアター・エフは、映画を通じたまちおこしの一環として、映画祭
を行ったり、映画のロケ地となることなどでも脚光を浴びている。 
アクティブシニアの事業に共通していることは、地域社会における豊かさの提供である。
まず、自ら働き続けることで元気で健康なシニアが多く、健康増進にもつながっている。ま
た、社会参画を通じた生きがい、自己実現という精神的な豊かさを実現していることに気づ
く。さらに、社会参画を通じて、収入を確保していくことで、消費意欲が向上し、市場の活
性化にもつながってくる。 
このように、地域社会との多様な関わり方を通じて、地域資源の新たな発見などができ、
地域市民全体の生活の質(QOL)をより高めることが可能になってくる。さらには、生活しや
すい地域社会づくりを目指すことで、市民のネットワークが形成され、また経営資源が好循
環を生み出すことによって地域力を高めることができ、活性化につながっていくのである。 
 
4．3 ソーシャルビジネス事業の発展過程 
ソーシャルビジネス事業の成長プロセスについて取り上げる。起業支援ネットの報告書で
は、その成長プロセスには 2 通りあることが指摘されている 22)。 
① ソーシャルビジネス：「ステップ 1：想い醸成」→「ステップ 2：共同学習」→「ステ
ップ 3：社会実験」→「ステップ 4：事業展開」→「ステップ 5：成長・安定・分化」と
いう大きく 5 つのステップに類型 
② 企業：「ステップ 1：想い醸成」→「ステップ 2：事業展開」→「ステップ 3：成長・
安定・分化」という 3 つのステップに類型 
この①ソーシャルビジネスと②企業との違いからもわかるように、一般的にソーシャルビ
ジネスは、スロービジネスだと捉えられる。 
既述の代表的な事例からもわかるように、社会的な課題を解決したいという共通の認識を
もつ仲間と出会い、想いを醸成することから始まり、事業が軌道に乗るまでに時間がかかる
ケースが多い。たとえば、小川の庄は、事業化までに 30 年もかかり、シアター・エフは一
度閉館をするなど、さまざまな問題に直面しながら、その想いに賛同する地域社会との連携
などを通じ、ビジネスを展開できている。事業展開により、成長および分化へと新たな分岐
を迎えることで、新たな社会的課題に取り組み、市民のニーズにきめ細かに対応していく可
能性も秘めている。ソーシャルビジネスは大別して地域課題解決型と地域資源活用型に類型
できるが、その展開過程において両類型にまたがる事業へと発展を遂げていく可能性も考え
られる。 
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図 3 ソーシャルビジネス事業の成長過程 
地域課題解決型　　地域資源活用型
●◆ステップ１：想い醸成期（個人、仲間）
・理念、経営資源の棚卸、マーケットニーズなど
●ステップ２：共同学習（知人、交流会、ネットワーク）
・収益事業を行う前の活動初期
・事業分野に関わる勉強会などを実施
●ステップ３：社会実験（一部の顧客、マスコミ、地域住民）
・身近な関係者を含み、一部の顧客に対して事業を試みる
・社会的信用力を身につける
・他の組織との協働
●ステップ４：事業展開
（広範囲の顧客、行政、一般企業、他業種）
・社会実験期でマーケティングとノウハウを蓄積
・仕組みを確立（収益確保）
・専門家や異業種とのアライアンス
・事業の自立性を確保するためのリスクマネジメント
◆営利組織
◆ステップ２：事業展開
●営利組織以外
（NPO、ワーカーズ・コレクティブなど）
◆ステップ３（営利組織）
●ステップ５（営利組織以外）
・成長（事業充実）
・安定（サービスの安定）
・分化（複数の事業展開）
地域課題解決型　　地域資源活用型
 
資料出所：起業支援ネット『コミュニティビジネスガイドブック』特定非営利活動法人起 
業支援ネット、2005 年を参照に著者作成。 
 
5．ソーシャルビジネスとその支援策 
ソーシャルビジネスは、企業と同様に事業活動を行う組織である。そして、地域社会の多
様なニーズに応え、その活動を支える制度を尐しずつ整備している。しかし、ソーシャルビ
ジネスは、提供したサービスに対して、十分な対価を得ることが困難である場合もある。ソ
ーシャルビジネスを支えるために、インターミディアリー（公益的中間支援機関）が創業期
における資金の支援や、技術支援、情報提供さらに経営支援を行うことが必要とされる。こ
こでは、ソーシャルビジネスの支援策について取り上げる。 
 
5.1 融資システムの概要 
(1) ソーシャルファイナンス 
社会的責任投資（SRI：Socially Responsible Investment）の内容に含まれるソーシャル
ファイナンスがある。ソーシャルファイナンスとは、「投融資にあたり弱者の排除を行わない、
社会的な事業をその対象とする資金の拠出、金融サービスの提供」と定義づけられる。その
目的は、①社会的事業、②一般の金融機関がネガティブ・スクリーニングにより排除した、
マイノリティや女性の事業に対してファイナンスを実施することの 2 点に分類できる 23)。 
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(2) 国民生活金融公庫「新創業融資制度」 
普通貸付、新規開業資金などの融資を自己資金の 2 倍、最高 1,000 万円まで、無担保、無
保証で融資する。2007 年 4 月より、融資限度額が従来の 750 万円から引き上げられている。 
 
(3) 日本政策金融公庫「女性、若者、シニア起業家資金」 
女性または 30 歳未満か 55 歳以上とし、新規事業創業、または事業開始後おおむね 5 年以
内が対象となる。融資額は、7,200 万円（運転資金 4,800 万円以内）となっている。 
 
(4) 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」 
45 歳以上の高齢者等 3 人以上が、自らの職業経験等を活用することなどにより、共同で新
規事業を創業し、継続的な雇用・就業の機会を創出した場合に、一定範囲の費用について助
成される制度である。 
 
(5) NPOバンク24) 
NPO バンクは、市民が自発的に出資した資金により、主に地域社会の福祉や環境問題の
ための活動を行う市民事業に融資する非営利金融機関のことを意味する。その特徴は、設立
の趣旨に賛同する市民や NPO が組合員となり、1 口数万円単位の出資を行い、それを原資
として、NPO や個人に低利で融資するシステムである。 
 
5.2 社会参画の契機としての支援活動 
経験や技術を有するアクティブシニアが多く存在しても、そのような人材を実際の社会参
画へと導く方途が必要となる。そのような経験、技術を地域社会に活かす手段として、ワー
クショップ、セミナーなどを開催するなど、さまざまな形式で支援がなされている。たとえ
ば、前述したシルバー人材センターでは、自治体と協働で企画、提案した事業に関する支援
を実施している。その内容は、教育、子育て、介護、環境など、いずれも地域社会に対する
貢献度の大きなものばかりである。ここでは、このような社会参画に関する支援の一例を取
り上げることにする。 
 
(1) 地域密着型のインターンシップ 
前述したように、具体例としては、定年を迎える前から、企業におけるボランティア支援
制度を活用することも一つであるが、その他にも、インターンシップ制度が有効な手段とし
て挙げられる。 
地域密着型のインターンシップとは、内閣府の地域社会雇用創造事業であり、「地域で学び、
活躍したい」という人材を対象に、30 日間のインターンシップを実施している。ソーシャル
ビジネスの代表事例でもある株式会社いろどりが実施主体者であり、受け入れる組織は、企
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業、NPO、農家など多様である。また、他地域の「株式会社四万十ドラマ」（高知県、四万
十川流域）、「特定非営利活動法人素材広場」（福島県・会津地域）、「農事組合法人伊賀の里モ
クモク手づくりファーム（三重県伊賀市）と連携をしている25)。この事業に関しては、募集
年齢が 18 歳から 65 歳までで、地域での就業、起業を目指す人はもちろん、定年退職後のシ
ニアなども参加できる。 
その他の一例としては、「シニア向 NPO インターシップ・プログラム in かながわ」など
も挙げられる。この NPO のインターシップでは、原則として 40 代以上のシニアで、NPO
への参加を通じて、①実態を理解してもらうこと、②シニアの培ってきた経験や技術をいか
に活かすことができるかを体感してもらうことなどを目的とする26)。このようなインターシ
ップを通じて、地域活性化、雇用促進、人材育成などの課題に取り組んでいる。 
 
(2) プロボノ 
「pro bono publico（公益のために）」の略であるプロボノ（pro bono）が、新たな働き方
として注目されている。プロボノとは、社会人が仕事を通じて培った知識、技術、経験など
の自分の職能を活かしながら、社会貢献活動をすることを意味している。元は弁護士を中心
とした活動であったが、現在ではその内容も多種多様である。たとえば、プロボノワーカー
と NPO をマッチングさせることを支援している「NPO サービスグランド」では、①マネジ
メント、②マーケティング、③デザイン・クリエイティブ、④システム・IT など、その活動
内容も多岐にわたっている27)。 
プロボノ活動を通じて、自分自身の仕事のスキルを試す機会となり、日常で接する機会の
尐ない NPO などの人たちと接する契機ともなる。この活動を通じて、個人のスキルアップ、
人的なネットワークの構築などはもちろん、ソーシャルビジネスを通じた社会参画への一歩
となる可能性もある。 
 
(3) ソーシャルメディアの活用 
ソーシャルビジネスの情報発信をするための手段として、公的には内閣府 NPO ホームペ
ージ（特定非営利活動法人編）などがある。このホームページでは、NPO の①基礎知識、
②団体検索、③申請から設立までの手続き、④関連施策、⑤団体別情報などが閲覧できる。
その他にも、地域ごとに行政や市区町村単位でも情報を発信している。 
また、近年注目されているインターネット、ウェブなどの技術を用いて、ブログ、ツィッ
ター、ソーシャル・ネットワーキングサービス（SNS）などを活用し、利用者が多くの人び
とに知識や情報を発信する「ソーシャルメディア」がある。ソーシャルメディアを通じて、
ソーシャルビジネスの担い手である事業組織、行政、中間支援組織、市民など、多様な人た
ちとの情報交流を行うことができる。この情報が社会参画の契機となる可能性もある。一方、
ソーシャルメディアは匿名性も高く、プライバシー、情報の信頼性などの問題点も併せ持っ
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ている。 
これらが、中高齢期による独立開業への増加にもつながっている。アクティブシニア層の
積極的な活用を検討することは、経済活力を維持するうえで、きわめて有効である。しかし、
上述のように、ソーシャルビジネスに対して、さまざまな支援が実施されている一方、経済
産業省の調査結果からも、まだ不十分である実情が見受けられる。ソーシャルビジネスの活
動に興味を抱いている人、起業を目指している人たちを養成することはもちろん、スタッフ
の動機づけ、モチベーションを高めることが課題である。そのためにも、中間支援組織など
を中心に、事業成長を遂げることができるよう、信頼関係が構築できる場を提供すること、
メンターとなる存在を確保することなども必要となる。また、その経営に対しては、透明性
を重視し、さまざまな組織を通じた情報交換など、相互にネットワークを築くことも必要で
ある。 
ソーシャルビジネスでは、個々の組織の弱みを徹底的に排除し、強みを生かしていくこと
が求められる。そこには、企業だけでなく、家庭や地域社会で培ってきた経験、感覚、技術、
組織構成員のモチベーションが欠かすことができない。ソーシャルビジネスは、事業性を確
保するために営利追求も重要ではあるが、目先の利益だけではなく、将来を見据えた着実な
事業展開が必要である。 
 
6．おわりに 
本論文では、わが国のソーシャルビジネスの動向を踏まえて、アクティブシニアの社会参
画の可能性と方法を検討してきた。アクティブシニアの多様な社会参画を導いていくために
は、地域社会の現状とその実態の情報開示を通じて、参画への契機となる場を提供すること
が必要である。そのためにも、中間支援組織の役割はもちろん、インターンシップ、プロボ
ノ、ソーシャルメディアなどの可能性がある。これらは、とくに、コミュニティの希薄化が
懸念されている現代社会において、人と人とを結び付ける役割、ソーシャルビジネスの社会
参画の契機として期待されるものである。 
また、アクティブシニアによるソーシャルビジネスの成功には、①自分の経験や技術を生
かすこと、②身の丈にあった起業をすること、③ソーシャル・アントレプレナーシップなど
が重要となっている。アクティブシニアが、自己の人生経験を生かし、さらに能力を向上さ
せるための積極的な活動していくためには、プロダクティブ・エイジング(productive aging)
とエンプロイヤビリティ（employability）という概念が必要不可欠となってくる28)。 
社会を良くしたい、社会貢献をしたいという信念をもった人びとが、ソーシャルビジネス
を通じて社会的な課題に取り組むことは、地域社会の活性化、さらには、日本経済の活性化
にもつながる。老若男女を問わず、貴重な人的資源を活用していくこと、社会参画のしやす
い社会条件をつくることが重要である。 
日本は世界に類をみない速さで高齢化が進展している。このような現状からも、定年延長
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や雇用継続だけでなく、シニアが多様な組織を通じて社会的な課題に取り組むソーシャルビ
ジネスが重要である。日本の事例は、先進事例として、諸外国にも導入される可能性を秘め
ている。このようなアクティブシニアたちはロールモデルとなりうるのである。 
本論文で取り上げたように、ソーシャルビジネスは、一般企業と比較するとスロービジネ
スとも捉えられるが、前述の「想い醸成」から「成長・安定・分化」にわたる長い期間に地
域社会などの人たちとの協働が生まれてくる29)。ソーシャルビジネスが成長し、地域社会で
事業性を継続していくためには、さまざまな人との協働が欠かせない。そして、さらに事業
発展を目指していくためには、他の組織とのパートナーシップを形成することが必要不可欠
となってくる30)。 
中高齢期になると、人びとは、社会参画を通じて自分の経験や知識を生かしたいという意
欲が強く、その意欲は必ず地域にとっても貴重な財産である。ソーシャルビジネスを通じた
社会参画は、個人の経済的な自立へとつながり、ソーシャルビジネスが活性化することで社
会福祉の行政依存体質が軽減できる。また、社会参画を通し、個々人が助け合いながら、よ
り良い社会をつくるという協働の精神が生まれてくる。わが国において、このようなソーシ
ャルビジネスの活動はまだ発展途上にある。アクティブシニアにおける社会参画の促進、企
業家の創出は、地域社会における新たな社会的価値を創造することにもつながる。 
わが国は、諸外国と比較するとソーシャルビジネスの発展、認識には遅れがみられるが、
それでも、NPO などに代表される組織は、地域社会の発展に向け、期待されていることは
言うまでもない。これからのわが国では、人口減尐型社会、超高齢社会に向け、限られた人
的資源を活用し、個々人が新しい役割を果たしていくことは、持続可能な社会を実現するこ
とにつながる。 
 最後に本論文で、ソーシャルビジネスの大別や類型などを取り上げたが、ソーシャルビジ
ネス研究は発展過程にあり、今後、急激な速さで変化と成長を遂げていくことは容易に想像
できることであり、今後、その速さに遅れることのないよう実地調査等を進めつつ、その実
態の分析を続けることを課題としたい。 
 
 
注 
1） 遠藤ひとみ「わが国におけるソーシャルビジネス発展の一課題」『嘉悦大学研究論集』第 51 巻第
3 号、2009 年、59-77 頁に詳述している。 
2）ソーシャルビジネス研究会『ソーシャルビジネス研究会報告書』経済産業省、2008 年。 
3）コミュニティビジネスの豊かな展開、http：//www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sum/academy/ 
te-ma.html 
4）同上。 
5）中国経済産業局 http：//www.chugoku.meti.go.jp/research/h19fy/chiikishigen.pdf、経済産業局、
http：//www.meti.go.jp/index.html 
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6）松行康夫・遠藤ひとみ「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」
『地域学研究』日本地域学会、第 35 巻、2005 年、439-450 頁に詳述している。 
7）内閣府『平成 14 年度高齢者の健康に関する意識調査結果』内閣府、2003 年。 
8）厚生労働省『コミュニティビジネスにおける働き方に関する調査報告書概要』厚生労働省、2004
年。 
9）ソーシャルビジネス研究会、前掲稿。 
10）高齢者雇用に関する助成金として、中高年齢者試行雇用奨励金、特定求職者雇用開発助成金、特定
求職者雇用開発助成金、定年引き上げ等奨励金などが挙げられる。 
11）シニアワークプログラムとは、高齢者を対象とした地域の事業主団体等の参画により、雇用を前提
とした技能講習、合同面接会、職場体験講習等を実施することである。シニアワークプログラムは、
雇用就業機会の確保を図るとともに、介護サービス分野を中心にシルバー事業の就業機会拡大のた
め、技能講習等を実施することが目的である。 
12）坂本光司『なぜこの会社はモチベーションが高いのか』商業界、1999 年。 
13）2008 年度の売上高は 2 億 9,700 万円、経常利益率は 7.4％であり、2003 年時と比較すると約 8.5
倍となっている。（同上より引用） 
14）イーエルダーホームページ、http：//www.e-elder.jp/public1/index.html 
15）NPO 法人シニア SOHO 普及サロン・三鷹、http：//www.Svsoho.gr.jp/ 
16）内閣府『国民生活白書（平成 16 年版）』内閣府、2004 年。 
17）NPO 法人高齢社会の食と職を考えるチャンプルーの会、http：//members.jcom.home.ne.jp/ 
npo-sarah/、関東経済産業局『コミュニティビジネス経営力向上マニュアル』関東経済産業局、2007
年。 
18）株式会社いろどり http：//www．irodori．co．jp/、ソーシャルビジネスネット、http：//www．
socialbusiness．jp/、桑原定夫『農業による人材育成と持続可能なまちづくりに向けて』『日本土
壌協会』圃場と土壌、第 42 巻第 6 号、2010 年、55-60 頁。著者は、株式会社いろどりの横石社長
がパネリストを務めた内閣府地域社会雇用創造事業「地域密着型インターンシップ研修」にも参加
した。 
19）上勝市では、ICT 戦略検討委員会の設置、マイクロソフトとの「ICT を活用した地域振興に関す
る覚書」などにより、2009 年から光ファイバーを利用した新たなシステムを稼働している。 
20）おやき・小川の庄、http：//www.ogawanosho.com/index.htm、関東経済産業局『コミュニティビ
ジネス経営力向上マニュアル』2007 年。 
21）深谷シネマ、http：//fukayacinema.jp/、わがまち元気、http：//www.Wagamachigenki.jp/index．
html、関東経済産業局、同上。 
22）起業支援ネットでは、コミュニティビジネスの事業過程としているが、本論文では、コミュニティ
ビジネスを含み、広義の意味で、ソーシャルビジネスを捉えている。（起業支援ネット『コミュニ
ティビジネスガイドブック』特定非営利活動法人起業支援ネット、2005 年。） 
23）谷本寛治編『ソーシャルエンタープライズ―社会的企業の台頭－』中央経済社、2008 年。 
24）NPO バンク連絡会、http：//npobank.net/ 
25）地域密着型インターンシップ研修、http：//www.intern-irodori.net/ 
26）シニア向 NPO インターンシップ・プログラム in かながわ、http：//www.alice-center.jp/project/ 
senior/index.html 
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27）特定非営利活動法人サービスグラント、http：//www.servicegrant.or.jp/ 
28）プロダクティブ･エイジングとは、有償・無償にせよ、商品またはサービスを生み出す高齢者個人
による諸活動と意味する。ソーシャルビジネスに必要な技術、能力の向上に取り組むことなどを指
している（Bass, S. A, Achieving a Productive Aging Society, Westport, Cone, Auburn House, 
1993．）。また、エンプロイヤビリティとは、社会参加を通じて、報酬を得る能力を身につけ、能
力の向上を目指すことである。それは、具体的に健康であることはもちろん、実務や専門知識や技
能を向上させるために努力を欠かさないことや、人脈を築いておくことなどがある。（広域関東圏
産業活性化センター『高齢者も働く（中高齢者の就業、雇用創出に関する研究)』広域関東圏産業
活性化センター、2002 年、33-35 頁。） 
29）起業支援ネット、前掲書。 
30）遠藤ひとみ、前掲書に詳述している。 
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